








て 1人会社の研究は必然的に有限責任個人企業（1’impresaindividuale a respon-




The One-Man Company in Swedish Law, in Swedish National Reports to the W 
Int. Congress of Comp. Law., 1966, Stockholm, p. 43; Hemard, {La societe d’une 
seule personne~， Et叫esde droit contemporain (Travaux et recherches de l'lnstitut 
de droit compare de Paris, XXX), 1966. p. 267,; Demelius, Die Einmanngesellschaft 
im osterreichischen Rechtsleben, in Osterreichische Landesreferate zum W. Inter-
nationalen Kongre.B fi.ir Rechtsvergleichung in Uppsala 1966, Wien, S. 71 （以下
では単に DieEinmanngesellschaftとして引用）; Kastner, Die Einmanngesellschaft 
im出terreichischenRecht, ebenda, S. 87 （以下では単に DieEinmanngesellschaft 
として引用）; Wiirdinger, Die Einmann-Gesellschaft, in Deutsche Landesreferate 
zum W. lnternationalen Kongre.B fi.ir Rechtsvergleichung in Uppsala 1966, Tiibingen, 
S. 340; Goldschmidt, {La sociedad de una sola persona>. Ponencias venezolanas 
al刊 CongresoInternacional de Derecho Comparado, Caracas, 1966, p. 4; Verrucoli, 
{La societe d’une seule personne en droit italien>. Annuario di diritto comparato, 
vol. 40, 1966, p. 124; Bertrand, {La societe d’une seule personne en droit canadien>. 
Revue del ’association quebecoise pour l'etude comparative du droit, 1966, Canada, 
p. 173; Haardt, {La societe d’une seule personne>, op. cit., p. 185. 
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(1) Grisoli, Le societa con un solo socio, Cedan-Padova, 1971, p. 41. 
(2) Pisko, Die beschrankter Haftung des Einzelkaufmann (eine legislatorische 
Studie), in Zeitschrift fir das privat undるffentlicheRecht der Gegenwart, Bd. 
37 (1910)) s. 699-796. 
(3) Pisko, a. a. 0., S. 730f. 
(4) Gesetz von 6. Marz, i.iber Gesellschaften mit beschrankter Haftung (RGBI 1906 
N. 58, S. 605 f.）をさす。東大外国法文献センタ一所蔵。
(5) 95条第2項は，解散の申告の際の添付書類の規定であるが， 84条の政府草案理由書
の関連から本文のように解されているo V gl. Kastner, Die Einmanngesellschaft, S. 
87. 



























(7) Pisko, a. a. 0., S. 706f. 



























でなければならない。 Pisko,a. a. 0っs.735, 772f. 
(1功 Pisko,a. a. 0., S. 712ff. 



















































札司 Pisko, a. a. 0., S. 732. 
(14) Grisoli, op. cit., p. 50. 
。日例えば Rotondi,{La limitation de le responsabilite dans l'entreprise individualle}, 
Rev. trim. dr. com. 1968, p. 20; Baugniet, {La societe d’une personne}, Liber 
amicorum Baron Fredericq, 1965, t. I. 163 (167）.などは法人格を与えるべきであ
るとするのに対し， Aussedat,{Societe unipersonnelle et patrimoine d’affectation}, 
Rev. soc. 1974, 221 (245）は， 仏二人格を与えない方が， 個人企業家の人格と会社の
法人格の二元性に由来するあらゆる矛盾を回避する長所を有するから，好ましいと述
べている。
(16) Pisko, a. a. 0., S. 732f 



























































































































































































(19) Vgl. Kastner, Die Einmanngesellschaft S. 87ff.; Kastner, Grundri品 desるs-
terreichischen Gesellschaftsrechts, Wien, 1974, S. 9f.; Demelius, Die Einmannge-
sellschaft, S. 7 lff. 
(1) リヒテンシュタインの会社法一般について解説する文献として M.Marxer, Com-
pany law in Europe (ed. by Fromme & Thompson), 1975, London, p. 327ff.があ
る。参照されたい。
(2) 法典として DasPersoneu-und Gesellschaftsrecht und das Treuunternehmen, 1961. 
Vaduzが出版されている。
(3) この点についてはさしあたり Beck,Die Einmannverbandspersonen nach dem 
Gesetz des fiirstentums Liechtenstein vom 5. November 1925, in Zeitschrift fir 
die gesamte Handelsrecht und Konkursrecht, Bd. 89 (1926) S. 218fL乾政彦「単
濁社員の法人」 『法学協会雑誌』 45巻 8号42頁以下，佐伯俊三「一人曾社に就て」
『法曹会雑誌』 18巻10号35頁以下，矢口家治「一人曾社を論ず」 『研究論集』 7巻1
号16頁以下，福井『前掲紀要』 87頁以下参照。及び（2）に上げた文献 s.272ff.参照。
(4) かつては同法は有限責任個人企業を認めた世界で、唯一の立法例で、あるといわれてい
た。 Speth,{La limitation de la responsabibite commercial individuelle~， Rev, 

















(l' entreprise d’une personne avec responsabilite subsidiaire de l'entrepirse）』
に近い考え方であるO
(5) PG Rでは，拠出表示等で可変営業資本（ein veanderliche Gesch訂ts”
kapital）である旨表示すれば，資本を一定額まで漸次新出資によって増加する
ことができる（835条1項4号， 842条〉。




(5) Schilling, JZ 1953, 161 (166); Grisoli, op. cit., p. 51.; J. Micallef, The European 
company, 1975, p. 37., footnote 19. 
(6) Speth, La divisibilite du patrimoine e l'entreprise d,une personne, 1957, Pairs-




管理機関（eine V erwaltung）などに委ねることができる（835条 1項5号，
858条， 859条， 860条， 868条〉。
(8) PG Rでは監査役（eine Kon trollstelle）を設置することができる（853
条6項〉。
(9) PG Rでは，私的債権者（PGRはこれを特別債権者と呼ぶ。 863条1
項〉の保護のために強制管理，強制売却の他に強制賃貸借（865条6項〉と強
制清算（866条〉の手続を認めている（864条1項〉。
(10) PG Rでは有限責任個人企業が法人〈特に 1人会社〉に，逆に法人が有
限責任個人企業に組識変更することができる（893,894条〉のに対して，ピス
コの法案はこれを認めなし、。その上PG Rは全社員が有限責任社員である合資












(7) Carry, {Rapport sur le droit suisse a lajournee de Louvain de l’Association 























歴史を有している。拙稿「スイス法における一人会社」 『富大経済論集』 24巻 l号4
頁， 19頁参照。 ドイツでは 1人会社がかなり早くから認められ，今日 1人会社に関す
る法律問題はほとんど解決済であるため，この形態を認めるべきであるとし、う主張も
かつてはあったが，今日では議論されていない。 ドイツで有限責任個人企業を取り扱
った文献は非常に少ない。さしあたり， Liebmann,Die Gesellschaft mit beschrankter 
Haftung in der Praxis, in Deutsche J uristen-Zeitung, 1902, S. 327 (330) ; Passow, 
Die Aktiengesellschaft. 1922, 2. Aufl., S. 539 f. ; Feine, Die Gesellschaft mit 
beschrankter Haftung, S. 430ff.; Wieland_. Handelsrecht, Bd. 1., 1931, S. 389.; 
Schilling, JZ 1953, S. 162 (165）を参照されたい。
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第15章





































































































































第858条 CD.I. 2.代表及び業務執行。 a.所有者による〉
所有者は，別段命令されていない限り個人企業の業務執行及び代表を行な
い，またあらゆる種類の法律行為及び取ヲ｜の権限を有する。所有者は個人企業
のため支配人，更に業務代理人及びその他の代表者（Bevollm五chtige）を任命
することができる。
有限責任個人企業のための第3者及び自己自身との法律行為の締結に対して
は，営業財産につき定められた規定及び更に一人法人の際の責任に関する規定
-181一
-274-
が準用されるO
第859条（b.管理機関及び代理人によるO a a.概括〉
設立申請書において既に別段の規定をしていない場合には，あらゆる所有者
は単なるあとからの申請書により叉は第3者との公的に証明された契約に基づ
いて，業務執行及び代表は一定叉は不定の時間の間次の形態で行なわれること
ができるということを拘束的に命令することができる。
l, 管理人，業務執行者又は支配人の様な第3者と共にただ共同的に，
2. 所有者と並んで叉は単独に一人叉は数人の構成員〈個人，法人叉は商
号〉から構成され，特に所有者及び第3者に対する責任に関しては，有限会社
の際の業務執行に関する規定に意味にかなって服する管理機関によってただ一
般的に。
有限責任個人企業者は，代表及び業務執行におけるこのような制限にもかか
わらず，契約により第3者の側にもしかすると起こりうる損害賠償請求権に関
係なく，営業資本の増加若しくは減少又は解散，目的変更等を関係規定に従っ
て実現することができるO
本条に従って業務執行及び代表に任命された者は，公開登記簿に関する規定
に従ってその署名を交付しなければならない。
更に，特に法人に関する一般規定中代表に関する規定は，管理機関及びその
他の代理人（Vertreter）に補足的に適用されることができるo
-182-
